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アジア新 興 国 にお ける サ ステナブ ル な都 市 廃 棄 物 の 処 理 ・管 理 システム 、す なわち、

MSWM （Mun i c i p a l  S o l i d  Wa s t e  Man a gemen t）の構 築 が喫 緊 の課 題 となっている。 人

口 増 加 と 経 済 成 長 に 伴 い 、 発 生 す る 都 市 廃 棄 物 の 性 状 や 発 生 量 も 急 激 に 変 化 し て

いる。こうした状 況 のなかで、適 正 な MSWM に関 する検 討 を怠 れば、大 気 汚 染 や水 質

汚 濁 、廃 棄 物 問 題 等 のさまざまな環 境 問 題 を引 き起 こすこととなる。 

本 論 文 で は 、 イ ン ド ネ シ アを 中 心 と した ア ジ ア 新 興 国 に お け る サ ス テ ナ ブ ル な MSWM

の 構 築 に 向 け て 必 要 と な る 視 点 を 明 ら か に す る こ と を 目 的 と し て お り 、 SWOT 分 析 や

LCA （L i f e  Cyc l e  A s se s smen t ） 等 の 各 種 の 手 法 を 用 い て、 アジア 新 興 国 の 実 情 に即

した WSWM の提 案 を環 境 性 、経 済 性 の観 点 から行 っている。これらの成 果 は、同 様 の

課 題 を抱 えているアジア新 興 国 において有 用 な知 見 となる。 

本 論 文 は 7 章 から構 成 されている。 

第 1 章 は序 章 であり、本 研 究 の背 景 、目 的 を明 確 にするとともに、アジア新 興 国 に

おける WSWM に関 する現 状 を整 理 し、LCA 等 に関 する従 来 研 究 について述 べている。  

第 2 章 では、SWOT 分 析 により、アジア新 興 国 における MSWM に関 する評 価 を行 っ

て い る 。 具 体 的 に は 、 ア ジ ア 新 興 国 に お い て 採 用 実 績 の あ る 堆 肥 化 、 メ タ ン 発 酵 、 埋

立 地 ガスの有 効 利 用 、焼 却 の 4 つの技 術 に着 目 し、各 々の特 徴 的 な利 点 および欠 点

を体 系 的 に整 理 している。 

堆 肥 化 に関 しては、有 機 性 廃 棄 物 の大 幅 な減 容 化 や 低 品 位 の 有 機 性 廃 棄 物 にも

対 応 可 能 で あ る 点 が 利 点 と し て 挙 げ ら れ る が 、 臭 気 問 題 等 を 引 き 起 こ す こ と を 欠 点 と

し て 挙 げ て い る 。 メ タ ン 発 酵 は 、 マ テリ ア ル リ サ イ ク ル と 同 等 程 度 の 環 境 負 荷 削 減 効 果

を エ ネ ル ギ ー 回 収 に よ っ て 得 ら れ る 一 方 、 低 品 位 の 有 機 性 廃 棄 物 へ の 適 応 が 難 し い

こ と を 述 べ て い る 。 埋 立 地 ガ ス の 有 効 利 用 に 関 し て は 、 メ タ ン 発 酵 と 同 様 に エ ネ ル ギ ー

回 収 の効 果 は大 きいものの、エンドオブパイプ（End  o f  P i p e ）型 の対 応 であり、導 入 可

能 な 埋 立 処 分 場 も 限 定 的 で あ る こ と を 示 し て い る 。 焼 却 処 分 は 、 高 温 で の 処 理 を 行 う

ために衛 生 面 では 有 効 であるが、水 分 の含 有 量 が多 い 有 機 性 廃 棄 物 を処 理 するため

には多 大 なエネルギーを消 費 する点 を問 題 点 として挙 げている。 

こ れ ら の 結 果 や ア ジ ア 新 興 国 と 先 進 国 の 状 況 を 比 較 ・ 考 察 し た とこ ろ 、 分 別 の 進 展

度 合 い が 異 な っ て い る こ と 等 に よ り 、 処 理 対 象 と な る 廃 棄 物 の 性 状 の 違 い が 適 正 な

WSWM の 構 築 に 影 響 す る こ と を 指 摘 し てい る 。 ア ジ ア 新 興 国 に お い ては 、 さ ま ざ ま な 処

理 技 術 の 組 み 合 わ せ を 検 討 し 、 環 境 性 、 経 済 性 の 観 点 か ら 有 効 な シ ス テ ム を 見 出 す

ことの重 要 性 を指 摘 している。 

第 3 章 では、ジャカルタにおける廃 棄 物 処 理 システムへの LCA による統 合 評 価 につ

い て 述 べ て い る 。 複 数 の 統 合 評 価 手 法 に よ り 、 堆 肥 化 と メ タ ン 発 酵 の 比 較 ・ 評 価 を 行

い、SWOT 分 析 の結 果 も踏 まえ、それに対 する考 察 を行 っている。 

具 体 的 に は 、 Eco ‐ i n d i c a t o r 、 Eco ‐ Po i n t 、 永 田 研 究 室 で 開 発 さ れ た ELP

（ Env i r o nmen t a l  L o a d  Po i n t ） の 異 な る ３ つ の 評 価 手 法 を 適 用 し て い る 。 こ れ ら の ３ つ

の手 法 は 、重 要 視 するインパクトカテゴリーがそれぞれ異 なることから、同 一 の 評 価 シナ
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リ オ を 異 な る 手 法 で 比 較 ・ 評 価 す る こ と に よ っ て 、 そ の 環 境 性 を 総 合 的 に 判 断 す る こ と

が 可 能 と な る 。 ジ ャ カ ル タ に 実 在 す る プ ロ セ ス を モ デ ル 化 し た う え で 、 堆 肥 化 と メ タ ン 発

酵 の イ ン ベ ン ト リ デ ー タ を 収 集 し 、 両 者 の 比 較 を 行 っ た と こ ろ 、 い ず れ の 手 法 に お い て も

メタン発 酵 の優 位 性 が定 量 的 に示 される結 果 となった。 

一 方 、第 2 章 における SWOT 分 析 の結 果 から、さまざまな廃 棄 物 から混 合 状 態 で

排 出 さ れ る ア ジ ア 新 興 国 に お け る メ タ ン 発 酵 の 導 入 可 能 性 は 現 実 的 で は な い こ と を 指

摘 し て い る 。 以 上 に よ り 、 ア ジ ア 新 興 国 に 適 合 し た 処 理 シ ス テ ム を 提 示 す る た め に は 、

複 合 的 なアプローチが必 要 であることを述 べている。 

第 4 章 では、MSWM の LCA をインドネシア、インド、中 国 に拡 張 した結 果 について述

べている。具 体 的 には、統 合 化 指 標 ELP により、焼 却 発 電 、堆 肥 化 、メタン発 酵 の比

較 ・評 価 を行 い、各 国 の実 情 を反 映 した MSWM を提 案 することを目 的 としている。 

ELP では、パネル法 によりカテゴリー重 要 度 を決 定 するが、インドネシア、インド、中 国

各 国 の 大 学 生 を 中 心 と し た ア ン ケ ー ト 調 査 に よ り 推 定 し た カ テ ゴ リ ー 重 要 度 を 採 用 し 、

各 国 の 環 境 意 識 を反 映 した 評 価 を行 っている。さらに、発 電 の評 価 に関 係 す る各 国 の

電 源 構 成 や投 入 ・ 排 出 量 を把 握 した うえで各 シナリオを比 較 してい る。その結 果 、国 に

よ ら ず、 メ タン 発 酵 、 堆 肥 化 、 焼 却 発 電 の 順 で 環 境 負 荷 の 削 減 効 果 が 大 き い こ とを 示

し て い る 。 た だ し 、 削 減 効 果 に 関 し て は 、 国 に よ っ て そ の 効 果 が 異 な る 結 果 と な っ た 。 そ

の 要 因 を カ テ ゴ リ ー 重 要 度 と 電 源 構 成 の 感 度 解 析 によ り 検 証 し た と こ ろ、 電 源 構 成 の

評 価 結 果 に 与 え る 影 響 が 大 き い こ と を 述 べ て い る 。 と り わ け 、 石 炭 火 力 の 占 め る 割 合

が 大 きい イ ン ド、 中 国 では 発 電 電 力 によ る 環 境 負 荷 の 削 減 効 果 が 大 きく 、 そ れ が 評 価

結 果 に大 きく影 響 を与 えることが示 されている。 

以 上 の ELP による評 価 結 果 および各 処 理 技 術 に関 する実 績 の有 無 、政 策 動 向 等

を 総 合 的 に 勘 案 す る と 、 堆 肥 化 を 中 心 と し た 処 理 シ ス テ ム が ア ジ ア 新 興 国 に お い て は

現 実 的 であると結 論 づけている。 

第 5 章 では、堆 肥 化 に焦 点 を当 て、その経 済 性 評 価 を行 っている。インドネシア、ス

リラ ン カ、 中 国 に実 在 す る 堆 肥 化 プ ラ ント の コ スト・ ベ ネフィット 分 析 を 通 じて、 事 業 採 算

性 を確 保 できる適 切 な処 理 規 模 等 の条 件 を提 示 することを目 的 としている。 

インドネシア、スリランカ、中 国 に実 在 す る小 規 模 （ 1TPD 以 下 ）、中 規 模 （51TPD）、

大 規 模 （200TPD 、638TPD） の 堆 肥 化 プ ラントを 対 象 として、 現 地 調 査 およ びイン タビ ュ

ー を 通 じ て 、 種 々 の デ ー タを 入 手 し、 比 較 ・ 評 価 を 行 って い る 。 評 価 指 標 とし て は 、 NPV

（Ne t  P r e s en t  V a l u e ）、BCR（Bene f i t  C o s t  Ra t i o )、単 純 回 収 年 としている。ビックマ

ッ ク プ ラ イ ス に よ り 、 各 国 の 経 済 価 値 が ほ ぼ 同 等 で あ る こ と を 確 認 し た う え で、 比 較 し た

ところ、51TPD の事 業 採 算 性 が最 も優 れる結 果 となった。1TPD 以 下 の小 規 模 プラント

や 200TPD の大 規 模 プラントでは、中 規 模 プラントに次 ぐ事 業 採 算 性 を示 したもののア

ジア新 興 国 の目 安 となる単 純 回 収 年 5 年 での回 収 はできないことを示 している。また、

638TPD の 大 規 模 プ ラ ン ト で は 、 採 算 性 が 確 保 で き ず 投 資 が 回 収 で き な い 結 果 と な っ

た。 
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以 上 の 結 果 に 基 づ き 、 イ ニ シ ャ ル コ ス ト の 設 備 補 助 や CER （ Ce r t i f i e d  Em i s s i o n  

Reduc t i o n ） の 活 用 等 を 想 定 し た 場 合 の 感 度 解 析 を 行 い 、 事 業 採 算 性 が 確 保 で き る

条 件 に つ い て 定 量 的 な 提 案 を 行 っ て い る 。 こ れ に よ り 、 小 規 模 プ ラ ン ト は 、 イ ニ シ ャ ル コ

ス ト の 補 助 を 行 う こ と 、 大 規 模 プ ラ ン ト で は 処 理 手 数 料 に よ る 収 入 を 確 保 す る こ と に よ

り、5 年 以 内 での投 資 回 収 が可 能 となると結 論 づけている。 

第 6 章 では、ELP によるカテゴリー重 要 度 の推 定 方 法 の高 度 化 を図 ることを目 的 に、

従 来 の AHP 法 とテキストマイニング法 による比 較 ・評 価 を行 っている。テキストマイニン

グ 法 は 、 新 聞 記 事 の テ キ ス ト マ イ ニ ン グ に よ り 、 得 られ る キ ー ワ ー ド の 出 現 回 数 を カ テ ゴ

リー重 要 度 として導 出 する新 たな提 案 であり、AHP 法 と比 較 して簡 便 にカテゴリー重 要

度 を推 定 することが可 能 となる。 

インドネシアにおける全 国 版 8 紙 、地 方 版 7 紙 のテキストマイニングを実 施 したところ、

全 国 版 で は エ ネル ギ ー の 枯 渇 、 地 球 温 暖 化 、 廃 棄 物 処 理 問 題 の 重 要 度 が 大 きく、 地

方 版 で は 廃 棄 物 処 理 問 題 の 重 要 度 が 大 き い 結 果 と な っ て お り 、 両 者 に お け る 意 識 お

よび関 心 の違 いが反 映 されていることを述 べている。この結 果 を AHP 法 と比 較 すると、

テ キ ス ト マ イ ニ ン グ 法 で は 廃 棄 物 処 理 問 題 に 対 す る 重 要 度 が 相 対 的 に 大 き く な っ て い

る 。 同 様 の 検 討 を 中 国 お よ び タ イ を 対 象 と し て 実 施 し た と こ ろ 、 テ キ ス ト マ イ ニ ン グ 法 で

は 中 国 で は 廃 棄 物 処 理 問 題 、 タ イ で は エ ネ ル ギ ー の 枯 渇 の 重 要 度 が 相 対 的 に 大 き く

なっている。 

これらの結 果 と各 国 における廃 棄 物 の 発 生 量 やエ ネルギー消 費 量 等 の推 移 を 比 較

した結 果 、テキストマイニング法 では短 期 的 な視 点 が重 要 視 されており、AHP 法 で中 長

期 的 に 問 題 と な り う る カ テ ゴ リ ー が 重 要 視 さ れ て い る こ と を 考 察 と し て 述 べ て い る 。 こ れ

ら の 違 い を 考 慮 し た う え で 、 評 価 の 目 的 に 応 じ て 適 用 す る 手 法 を 使 い 分 け る こ と の 必

要 性 を示 し、その活 用 方 策 の提 案 を行 っている。 

第 7 章 では、本 論 文 のまとめとして本 研 究 で得 られた成 果 を要 約 するとともに、今 後

の研 究 の展 望 について述 べている。 

以 上 、要 するに本 論 文 は、アジア新 興 国 におけるサステナブルな MSWM の構 築 に向

けて必 要 となるアプローチを SWOT 分 析 、LCA、経 済 性 評 価 の観 点 から実 践 しており、

アジア新 興 国 の実 情 に即 した MSWM に対 する具 体 的 な提 案 を行 っている。 

これらの成 果 は、アジア新 興 国 の MSWM の在 り方 について多 大 の貢 献 と示 唆 を与

える もの であり、 高 く 評 価 され る。 よ って 、 博 士 （ 工 学 ） の 学 位 論 文 と して価 値 ある もの と

認 める。 
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